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すでに進んでいる日本の気候変動









豊かな暮らしがあるまち若人が活躍するまち “鷹が渡る”まちー福岡市城南区のキャッチコピー



ピーターワダムズ氏「北極がなくなる日」（邦訳原書房2017）によれば
この予測は実測結果よりはるかに甘いモデル計算によるもので、
現実はもっと厳しいと強く警告している・・・・・・・・





環境基本法

環境基本計画

地球温暖化対策の
推進に関する法律

地球温暖化
対策計画

気候変動適応法

気候変動
適応計画

生物多様性
基本法

生物多様性
国家戦略

循環型社会形成
推進基本法

循環型社会形成
推進基本計画
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大気・水・土壌環境の保全
化学物質による環境リスクの管理













「適応」への取り組みは、この「統合的な課題解決」の考え方

をそのまま、適用すべき政策領域課題である



第５次環境基本計画パブコメ版による
「適応」に関する記述の例
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法律案の定める概念

• 「気候変動」＝地球温暖化（温対法２条１項にいう地球温暖化）その他の
気候変動

• 「気候変動影響」＝気候変動に起因して人の健康又は生活
環境の悪化、生物多様性の低下その他の生活、社会、経済
又は自然環境において生ずる影響

• 「気候変動適応」＝気候変動に対応して、これによる被害の
防止又は低減その他生活の安定、社会、経済の健全な発展
又は自然環境の保全を図ること



関係者の責務

• 国の責務＝科学的知見の充実、その効率的・効果的な活用。
適応に関する施策の総合的策定、推進（３条）

• 地方公共団体の責務＝区域における自然的経済的社会的
状況に応じた適応に関する施策の推進努力。事業者のため
の情報提供努力（４条）

• 事業者の責務＝事業活動の内容に即した適応の努力。国・
地方公共団体の適応施策への協力努力（５条）

• 国民の努力＝適応の重要性に関する関心と理解増進努力、
国・地方公共団体の適応施策への協力努力（6条）



気候変動適応計画（７条以下）

• 政府の計画策定義務（７条１項）
• 計画の内容ーー期間・基本的方向性・科学的知見充実と活
用・情報収集提供等の体制・地方公共団体の施策促進・国
際連携協力・行政機関の相互連携（７条２項）

• 計画策定手続き（閣議決定・事前関係府省協議）と公表義務（７条３‐５
項）

• 計画の変更と手続き（8項）

• 評価手法開発努力（９条）

• 気候変動の５年ごとの評価・評価報告書公表義務（10条）



適応の推進

• 国立環境研究所の業務（１１条）

• 地域気候変動適応計画の単独・共同策定努力義務
（１２条）

• 地域気候変動適応ｾﾝﾀｰの設置努力義務（１３条）

• 気候変動適応広域協議会（14条）ー地方環境事務所その
他の地方行政機関、都道府県、市町村、地域気候変動適応ｾﾝﾀｰ、事業
者等その他気候変動に関係を有する者で設置可能

• 国・地方公共団体の関連施策との連携努力義務



その他

• 国の観測等の推進努力（16条）

• 国の事業者・国民の理解促進（１７条）

• 国の国際協力推進努力（18条）

• 国の地方公共団体・事業者の取り組み促進の援助
努力（１９条）

• 環境大臣の関係行政機関の長・地方公共団体の長
への資料提供・意見開陳等の協力要請権限付与
（20条）



持続可能な未来のために今必要なこと

気候変動適応情報プラットフォーム
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

http://www.adaptationplatform.nies.go.jp/climate_
change_adapt/index.html

地方公共団体における
気候変動影響評価・適応計画等支援事業

熊本県・長崎県が対象

地域適応コンソーシアム事業
平成29年度より３カ年の計画で、環境省・農林水産省・国土交通省の連携事業と
して、「地域適応コンソーシアム事業」を実施。各地域のニーズに沿った気候変動
影響に関する情報の収集・整理を行うとともに、地方公共団体、大学、研究機関な
ど、地域の関係者との連携体制を構築し、具体的な適応策の検討を進めていく。

地方公共団体の適応取組促進に向けた情報提供、普及啓発等に係る施策

まちなかの暑さ対策ガイドライン




















